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【 申請報告ツール相談室 】 
 

Email support@chiiki-grn.jp 

TEL  ０７０－５５４１-６０７７ 

平日 10:00～12:00、13:00～17:00（年末年始除く） 
   

※ ツールの操作に関する問合せ先です。申請内容に関する問い合わせは、

各支援室へお願いします。 

※ 常時電話に出れない場合があります。 

   電話がつながらない場合は、メールにてご連絡ください。 

   確認後、連絡可能になった際に、メールまたはお電話いたします。 
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１） 実績報告ツールの活用にあたっての注意点 

 

令和 3 年度地域型住宅グリーン化事業においては、補助対象となる物件の登録、交付申請、実績

報告までの申請に係る全ての業務をグループ事務局ツールにおいて実施します。 

グループ事務局ツールは、物件登録、交付申請、実績報告、計画変更の各ツールに分かれています。 

 

このマニュアルにて説明を行うツールは実績報告ツールとなりますが、本ツールの利用にあたり

以下の注意点があります。操作手順によっては、正しく実績報告が行われない場合もありますので、

注意いただくようお願いします。 

 

① 事前に手続マニュアルを確認下さい 

 

令和 3 年度地域型住宅グリーン化事業では、各申請を実施するにあたっての手続マニュアル

を長寿命型等実施支援室・高度省エネ型等実施支援室のホームページ上で公開しています。 

実績報告では、提出が必要となる書類や写真等が多数あり申請内容によって異なります。 

実績報告ツールでの実績報告にあたっては、この手続マニュアルを事前に確認するようにお願

いします。 

 

② ワンタイムパスワードへの対応 

 

実績報告ツールにおいても、交付申請ツールと同様に多くの個人情報に対応するためセキュ

リティ対策として利用者の特定にワンタイムパスワードの活用を行っています。グループ事務

局ツールにログイン後、実績報告ツールを選択するとワンタイムパスワードの入力画面に移行

します。同時に実績報告ツールよりワンタイムパスワードが「適用申請書入力ツール」で登録し

たメールアドレスに送信（環境により数十秒から数分かかる場合があります）されます。 

 

※ ログイン ID・パスワードは交付申請ツールと同じです。ID・パスワードの再発行は交付

申請ツールで「施工事業者のシステム利用登録」で実施できます。 

※ グループ事務局補助員の利用も交付申請ツールの ID・パスワードと同じです。 

 

③ システムからのログアウトへの対応 

 

事務局申請ツールへのログイン後に各画面を終了する場合は、必ずツールの「ログアウト」を

選択して終了してください。WEB ツールの閉じる（×）で閉じた場合、ツールが終了できてい

ない状態となり「同じユーザーでログインしています」とエラーコードが表示され直ぐの再ログ

インが出来ない場合があります。 

※ ログアウトせずに終了した場合、再ログインを行うには、現在 15 分間のタイムアウトが必

要となります。また、15 分以上無操作の場合、再度ログインから行う必要があります。 
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④ 実績報告ツールでの情報入力後は必ず一時保存を行う事 

 

実績報告を行うには各種の情報の入力、書式のアップロードが必要で、複数の画面に切り替えて

登録します。この為、画面の切り替えにあたって入力情報を保持するには、事前の一時保存が必須

となります。一時保存を行わなかったことにより、再入力の手間や書類のアップロードが必要とな

る場合もありますので、常に画面下の「一時保存」または「保存」で保存することを心がける様に

してください。また、アップロードが可能となるファイル形式は、「PDF」と「JPEG」で、ゼロ・

エネルギー住宅の場合に一部「XML ファイル」のアップロードが可能です。 

 

※ 一時保存時にエラー表示が出た場合、必ずエラー部分を確認して修正後に再度一時保存して

ください。エラーのまま画面遷移等を行うと、入力情報が消去されます。 

 

⑤ ファイルのアップロードとファイルの削除について 

 

 ファイルのアップロードは「ファイルの種類」で該当する種類を選び（〇を選択）してアップロ

ードして下さい。ファイルの削除を行う場合は、アップロードしたファイルの右にある「□」を選

択して「ファイルの削除」を選択ください。 

  

※ 一部、ファイルの選択表記が無い箇所があります。指定ファイルが一つの場合ですので、その

際は、そのままファイルのアップロードを行ってください。 

※ 質疑の際に審査委員が、混乱を招かない様にする為に、不要なファイルを削除する場合があり

ます。その際は、審査員の指示にしたがい、新しいファイルをアップロードして下さい。 

 

⑥ 実績報告と質疑回答は事務局担当者のみが行います。 

 

交付申請ツールと同様に、データ登録後の実績報告や質疑回答ボタンの押下に関しては、施工事

業者は行うことが出来ません。実績報告や質疑への回答の入力が完了した場合は事務局担当者の方

から実施してください。 
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２） 各ツールへのログインについて 

 

物件登録、交付申請、実績報告、計画変更の各ツールへは。各グループの事務局申請ツール TOP

ページからログインします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ログインページ 

（グループ事務局ツールへのログインページ） 

（全グループを対象としたお知らせの表示 ） 

ログイン後 TOP ページ 

（各グループ固有のページ：グループへのお知らせ） 

※ ログイン ID / パスワードの入力 

計画変更ツール 

へのログインボタン 

物件登録ツール 

へのログインボタン 

交付申請ツール 

へのログインボタン 

実績報告ツール 

へのログインボタン 

全グループを対象としたお知らせが

表示されます。 

 

ID/パスワードを入力してください。 

ID・パスワードは、適用申請書入力

ツールで登録した ID・パスワードと

なります。 

※ ログインページ 

※ ログイン後 TOP ページ 

グループの情報が表示されます。 

各グループを対象としたお知らせが

表示されます。 

 

各ツールへのログインボタンです。 

交付申請等で活用可能な様式として

一部先行掲載しています。 

選択で、公開ページへ移行します。 
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３）実績報告ツールへのログイン（全申請種別共通） 

 

 グループ事務局 TOP ページから「実績報告」を選択します。 

 

 

 

 

 

 ワンタイムパスワード入力ページに、送信されてきたワンタイムパスワードを入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ事務局 TOP ページから「実績報告」を選択する 

 

※ ワンタイムパスワードのログインで、エラーが表示された場合の対処方法 

 

ワンタイムパスワードの入力画面の立ち上げとワンタイムパスワードの送信は、実績報告の選択都度行われます。 

ワンタイムパスワードを転記しても「ワンタイムパスワードが異なるか、有効期限がきれています。」と表示され

て、ログインが出来ない場合があります。 

この際は、まずワンタイムパワードの入力画面をいったん閉じて（「×」で完全に閉じる）再度 TOP ページから、

実績報告を選択し新たな入力画面が立ち上がるのを確認して、新しいワンタイムパスワードが送信されるのを待

ってください。 

 

※ ワンタイムパスワードの有効時間は、発行後 60 分で且つ 1 つの入力画面に対して 1 つのパスワードとして

固定されています。   

ワンタイムパスワード入力画面への移行と同時に、登録されてい

る事務局担当者のメールアドレスへワンタイムパスワードを送信

（環境により数十秒から数分かかる場合があります）します 
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４）実績報告ツールのＴＯＰページ（全申請種別共通） 

 

実績報告ツールにログインすると以下の画面となります。 

ＴＯＰページでは、実績報告を行う各物件への移行、交付決定書、額の確定通知書のダウンロード

が可能です。 

※ 実績報告ツールで表示される物件は、交付決定された物件のみとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択することで各物件の実

績報告ページへ移行します 

選択することで交付決定書、額の確定

通知書のダウンロード可能です。 
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５）振込口座の登録（全申請種別共通） 

 

実績報告を行うには、「振込口座の登録」が必須となります。振込口座の登録は、実績報告を行う

最初の物件での登録となります。1 度登録を行うと 2 回目以降の登録は必要ありません。 

※ 振込口座の登録は、１事業者１口座となっています。複数口座の登録は出来ません。 

支援室で確認次第、修正が出来なくなります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

口座情報が分かる書類の写しをアップロードの際は 

必ず保存を行った後に、アップロードしてください。 
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６）高度省エネルギー型住宅の実績報告情報の登録（高度省エネルギー型） 

 

６）―１ 交付決定情報 

 

口座情報の登録が完了していると実績報告情報の入力画面に移行し、最初に交付決定情報が表示

されます。この画面での入力・修正・訂正は出来ません。 

 

 

※ 表示される情報は、申請種別、交付決定の内容によって違います。 

※ 本画面は交付決定情報となる為、実績報告を行う上で情報の修正があっても本画面には連動

しません。 
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６）－２ 基本情報 

 

交付決定時と変更になった情報がある場合に一部修正が可能となっています。 

基本情報は、交付決定情報から連動して表示されます。建築主情報や物件住所等に関する軽微な変

更は可能となっています。 

※ 施工事業者の情報は実績報告ツールでは変更できません。施工事業者情報の変更は計画変更で

のみ対応しています。 

 

 

 

 

※ 情報の確認・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、修正後に「一時保存」を

行わずに画面を移動した場合、修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

  

変更があった場合は、一時保存後

赤字で表示されます 

交付申請書の確認が可能です。 
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６）―３ 共同実施規約等（交付決定で売買契約の場合のみ） 

 

売買契約にて、交付決定されている物件でのみ必要となります。請負契約や請負契約（改修）の

場合は画面表示されません。 

共同事業実施規約を作成し、押印後アップロードします。書式は、必要となる項目をチェックし一

時保存後に自動で作成されるのでダウンロード後に押印してアップロードしてください。 

 

 

 

 

 

 

① 記載内容を確認し【申請内容】の内、（イ）（ロ）（ハ）の該当する箇所を☑する。 

※ 必ず（イ）（ロ）（ハ）全てをチェックしてください。 

② 一時保存 （書式のダウンロード前に必ず一時保存をしてください。） 

③ 書式をダウンロード 

該当する項目を必ずチェックしてください。 

チェック後に、必ず一時保存を行ってください。 

① 

② ① 
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共同事業実施規約は、買主用と施工事業者用の２部を作成し、双方で原本を保管してください。

また、ダウンロードした書式の内容を確認して押印、その後に施工事業者用の原本を PDF 化して

ください。 

 

 

ここで、アップロードが必要（必須）となる資料は以下となります。 

１，売買契約書 

２，共同事業実施規約 （このページでダウンロードし押印後 PDF 化した書式です。） 

４、対象住宅の着工後の現地写真 

※ 2 方向から撮影した写真で必ず 2 枚必要です。必ず着工日・撮影日を入力後、一時保存を

行いアップロードして下さい。 

 

３，買主の印鑑登録証明書 （要確認） 

  ※ 共同実施規約に買主の実印を使用した場合、もしくは本件の売買契約を電子契約により締

結した場合に必要になります。確認の上、必要な場合にアップロードしてください。 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

  

③ 

③ 
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【共同実施規約サンプル】 
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６）―４ 建築士による確認 

 

高度省エネルギー型の場合は、行政への工事完了報告書の提出が必要となります。 

以下の①の場合は「行政への工事完了報告書一式の控えのアップロード」が必要となり、②の場合

は「建築士による工事内容の確認」が必要となります。 

① 行政に工事完了報告書（行政の受付印有）を提出した場合 

② 行政への工事完了報告書の提出で「提出が不要（行政確認済）」「行政の受付印無し（行政確

認済）の場合 

上記の②に該当する場合「建築士による工事内容の確認書」の提出が必要となります。情報入力

後、一時保存を行い書式（エクセル）をダウンロードして、該当する書式に建築士の確認を受け記

入チェックし押印後にＰＤ Ｆ化したデータをアップロードして下さい。 

※ ①の場合は、建築士の情報登録は必要ありません。「行政への工事完了報告書一式の控えのア

ップロード」後に一時保存で完了です。 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

 

  

① 

① 

必ず確認先を 

入力下さい 

② 

② 

②に該当する場合、必ず建築士情報を

登録してください。 
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② 行政への工事完了報告書の提出で「提出が不要（行政確認済）」「行政の受付印無し（行政確認

済）の場合 

上記の②に該当する場合、「建築士による工事内容確認書」の提出が」必須となります。 

必ず、一時保存後に「建築士による工事内容確認書」をダウンロードして、ダウンロードした書式

の内容を確認して証明する建築士の確認後に建築士の押印、その後に施工事業者用の原本を PDF

化してアップロードしてください。 

※ アップロードには、確認を行った建築士の免許の写しのアップロードが必要です。 

 

 

※ 行政への工事完了報告書（行政の受付印有）の場合は、行政への工事完了報告書一式のアップ

ロードで完了です。 

 

※ ここでダウンロードする書式はエクセルデータとなります。必要事項を追記して証明する建築

士の押印後、PDF 化してアップロードしてください。 

 

  

②に該当の場合 

②に該当する場合、アップロード 
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【建築士による工事内容確認書】 
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６）―５ 申請概要 

 

工事請負契約の締結日、工事着工日、工事完了日、および実績報告を行う住宅の概要に関して確

認します。入力内容（入力画面）は申請種別によって違うものとなります。 

各入力項目には入力に制限があるものがあります。内容を確認の上、入力してください。 

 

 

 

 

 

※ 対象住宅の工事が完了したことを証明するために「検査済書」または「工事の完了が確認出来

る書類」のアップロードが必要となります。該当する書類の写し PDF 化してアップロードし

て下さい。 

 

自動連動です。変更は出来ません 

交付決定と変わらなければチェックしてください。 

変更がある場合、チェック後に修正

を行ってください 

必ずどちらかを選択ください 

省エネルギー講習会の受講は必須です。 

必ず受講者情報を入力してください。 
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※ 「検査済書または工事の完了が確認できる書類の写し」および「認定通知書の写し」のアップ

ロードは必須となります。該当する住宅によって必要となる書類が違いますので注意して下

さい。 

 

※ 「変更に係る認定通知書」がある場合もその写しを必ずアップロードして下さい。 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

  

該当する住宅の認定種別を選択してください 
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６）―６ 三世代加算 

 

交付決定で三世代同居加算の申請をされている物件でのみ必要となります。三世代同居加算の適

用が無い場合は画面表示されません。 

 

三世代同居加算の適応を受けるには、建築士による「三世代同居対応住宅の要件への適合確認」

が必要となります。本ページにて、必要事項を入力し一時保存後「三世代同居対応住宅の要件への

適合確認」のエクセルシートをダウンロードします。書式は、必要となる項目を建築士による確認

を受け入力し押印して PDF 化してアップロードしてください。また、三世代同居加算の適応を受

けるには下記の資料が必要となりますので、用意してアップロードして下さい。 

① 三世代同居対応住宅の要件への適合確認（本ツールでダウンどーして作成します） 

② 適合確認を行った建築士の建築士免許の写し 

③ 三世代同居対応住宅の現地写真 

（設備を設置した２箇所および日付・邸名が記載された看板が写っているもの） 

 

 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

「三世代同居対応住宅の要件への適合確認」の書式をダウンロードした際には、入力情報が反

映していない書式がダウンロードされ、入力・修正された情報も消えてしまうので注意してく

ださい。 

三世代同居加算を取り下げる場合チェックしてください 

必要事項を入力 

してください。 

必要項目の入力後は必ず「一時

保存」を行ってください。 
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※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

 

  

     には、階数を入力ください。 

日付・邸名が分かる看板を入れてください 
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６）―７ 地域材加算 

 

交付決定で地域材加算の申請をされている物件でのみ必要となります。地域材加算の適用が無い

場合は画面表示されません。 

 

主要構造材の部位別の木材の使用量とその内の地域材の使用量を記載下さい。地域材の使用割合

が５０％以上であることが条件です。 

 

 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

 

対象住宅における地域材の供給体制実績表は、各グループが登録した「事業採択を受けた際に登

録された地域材（適用申請書に記載してある地域材）」の数だけ体制表が表示されます。 

「認証制度の名称」で自グループが登録した地域材を選択して、該当する事業者を選択してくださ

い。 

※ 地域材の供給体制実績表は、部位別ではなく地域材ごととなります。必ずまとめて作成してく

ださい。 

※ 事業者選択は」、各グループの構成員として登録されている事業が表示されます。事業者の追

加登録は計画変更で行えます。計画変更では、毎月月末締め切りで月初登録を行っています。 

地域材加算を取り下げる場合チェックしてください 
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※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

 

  

対象となる地域材加算を選択ください。 

該当する事業者を選択ください 

供給体制の中で最終出荷事業者となる

事業者にチェックしてください。 

※ チェックは必須となります 

手刻み等で施工事業者の自社加工で

プレカットを経由しない場合チェッ

クしてください。 
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６）―８ 支払記録 

 

実績報告を行う物件の支払い記録の登録を行います。以下の必要事項を入力し必要書類をアップ

ロードして下さい。 

 

 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

※ 契約変更があった場合、変更の契約書をアップロードして下さい。 

  アップロード前には、必ず「一時保存」を行ってください。 

 

  

請負契約の契約額を入力ください。 

変更契約がある場合は、変更契約書

等をアップロードして下さい。 
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工事費の支払額および支払い年月日を入力してください。その際に、その際に添付書類として

「領収書」「送金伝票」の有無をチェックしてください。 

 

 

 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

※ 工事費の支払い記録の額の入力が完了すると、その支払い記録に該当する添付書類として「領

収書」「送金伝票」のアップロードが必要です。「領収書」「送金伝票」でチェックを行った添

付書類をアップロードして下さい。 

 

  

費用事項を入力してください。 

添付書類に関しても必ず入力してく

ださい。 

建設費の融資がある場合は必ず

チェックしてください 
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※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 

 

  

支払い記録に該当する添付書類を

アップロードして下さい。 
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６）－９ 経費及び申請額 

 

   該当物件の経費及び申請額を入力ください。交付決定時から変更がない場合は、「交付決定時と

経費に相違はありません。」を選択し、実績報告額を確認し「保存」で完了します。 

交付決定時から変更があった場合のみ「交付決定時と経費が異なります。相違事項は以下のとおり

です。」を選択し、以下の情報を修正ください。 

 

 

 

 

変更がない場合は、選択し実績報告額を確認下さい 

変更がある場合は、選択し以下を修正ください 

上記より自動算出されます 
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実績報告額の確認を行い、修正が必要な場合は修正を行い保存する事で確定させてください。 

※ 補助額の修正は、減額は出来ますが増額は出来ません。 

 

 

 

※ 情報の入力・修正後は、必ず「一時保存」を行ってください。特に、「一時保存」を行わずに

画面を移動した場合、入力・修正された情報は消えてしまうので注意してください。 
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６）―１０ 実績報告書 

 

実績報告書の作成に必要な情報は、ここまでの作業で完了しています。実績報告書をダウンロー

ドして押印後、PDF 化しアップロードしてください。原本は破棄せず保管してください。 

 

※ 実績報告のアップロード後は必ず一時保存してください。 

※ 押印は、交付申請書に押印した印と同じものを使用ください。 

 

実績報告書をダウンロードして確認、押印後に

PDF 化してアップロードして下さい 
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押印は、交付申請書に押印した

印と同じものを使用ください。 
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６）－１１ 添付書類 

 

 添付書類は、各項目でアップロードした書類に加え実績報告に必要となる各書類です。 

申請を実施するにあたっての手続マニュアルを確認いただき該当物件の実績報告に必要となる各書

式をアップロードして下さい。 
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６）―１２ 実績報告処理 

 

実績報告や実施支援室からの質疑回答等を行います。実績報告は、必要な情報、資料を登録した上

で行ってください。 

必要となる添付書類は、申請を実施するにあたっての手続マニュアルを確認いただき該当物件の実

績報告に必要となる各書式をアップロードして下さい。 

 

 

 

実績報告を行うと、「実績報告受付完了のご連絡」が送信されます。この受付メールで実績報告

の受付は完了です。 

 

  

実績報告は、必要な情報、資料を登録した上で行って

ください。 
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【受付メール例】 

 

事業の廃止承認依頼について 

当該事業の廃止を行う場合、令和 3 年度地域型住宅グリーン化事業補助金交付規程第 8 第 1 項の

規定により令和 3 年度地域型住宅グリーン化事業の廃止承認申請書の提出が必須となります。 

廃止する具体的な理由を入力して一時保存後、廃止申請書をダウンロードして押印後アップロード

してください。 

廃止承認申請書のアップロード後、「事業の廃止承認依頼を実施」を選択ください。 

 

廃止する理由は必ず記入して下さい 
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押印は、交付申請書に押印した

印と同じものを使用ください。 
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７） 質疑応答 

 

実績報告を行った後は、交付申請ツールと同様に全ての情報の更新は出来ません。実施支援室か

らの連絡（質疑もしくは交付決定の通知）を待ってください。同様に、実施支援室からの質疑に対

して質疑回答を行った場合も全ての画面で、情報の更新、ファイルの削除、アップロードは不可と

なります。 

 

 

質疑があった場合は、質疑箇所のタブが「赤く表示」されます。質疑内容を確認して質疑回答を

行ってください。 

 

質疑は、審査員が実績報告内容を確認して修正・変更が必要と判断した場合や登録内容を確認す

る場合に実績報告ツールを介して行います。質疑があった場合は、質疑が発生したことをメールが

送信されます。質疑有のメールを確認した場合は、該当物件の質疑の箇所を確認して情報の修正を

行ってください。 

K0103 
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８ 額の確定通知 

 

審査が完了した後に「額の確定」が行われます。額の確定後額の確定が行われたことがメール

にて連絡があり、実績報告ツールの物件一覧で「額の確定通知書」のダウンロードが可能になり

ます。 

額の確定通知書のダウンロードは、グループ事務局担当者、施工事業者双方の一覧画面からダ

ウンロード可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

額の確定通知は、こちらから

ダウンロードください 
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額の確定通知のお知らせメール 
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額の確定通知書サンプル（このサンプルは、長寿命型のものです） 

 

サンプル 


